
第１回審議会の意見

１．資料３ Ｐ35 総合雨水対策の目標設定について
雨水貯留施設、雨水流出抑制施設の整備率が計画通りに進捗
しない中、浸水リスクを残す状況で投資計画を縮小することに
対する補足説明

２．計画降雨48㎜/hという基準について
計画降雨48㎜/hの基準が、近年の100㎜/hを超える豪雨が頻発
しているという実態に即していないことに対する補足説明

３．資料３ Ｐ43 下水道使用料の改定について
使用料を改定する必要がないという結論に至るまでの補足説明
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現在
（R3年度）

経営計画
（H28年度～）

計画降雨対策

超過降雨対策

経営計画策定からの雨水整備の経過（雨水貯留施設）
総合雨水対策

アクションプラン
（H27年度～）

計画降雨対策
幹線整備
局所対策
ほか

超過降雨対策
貯留施設

流出抑制施設
民間開発指導

安満遺跡公園
20,000㎥

高槻城公園
3,400㎥

JR高槻駅北駅前広場
2,000㎥

植木団地跡地
50,000㎥ 植木団地跡地

跡地利用が未定のため
整備計画も未着手
周辺地域の整備状況も含め検討

JR高槻駅北駅前広場
広場再整備の内容に合わせて、
貯留規模を縮小

2000㎥⇒ 250㎥

ソフト対策
ハザードマップ
土のうｽﾃｰｼｮﾝ

ほか

事業用地と即効性を
考慮し、
超過降雨対策を優先

計画降雨対策も並行して進め、
浸水リスクの軽減を行っている。
【雨水整備率】

46.1％(H26) ⇒ 52.0％(R2)

高槻城公園
3,400㎥⇒ 5,650㎥

安満遺跡公園
20,000㎥

中間目標(令和3年度)
貯留施設整備率２３％

貯留施設整備率 ８％ 2

１．総合雨水対策の目標設定について



計画降雨対策
〇雨水幹線整備 ・・・ 成合雨水幹線整備、富田１－４雨水取口改良

柳川１－９雨水取口整備、前島２－３雨水取口整備
前島２－６雨水取口整備

成合雨水幹線整備（成合南の町）
＜令和２年度完成＞

前島２－３雨水取口（井尻一丁目）
＜平成２９年度完成＞

柳川１－９雨水取口（西町）
＜平成２７年度完成＞

前島２－６雨水取口（上牧南駅前町）
＜令和２年度完成＞ 3



〇局所対策 ・・・ 古曽部町１、安満北の町、北大樋町、日吉台１、川西町３、

川西町２、西真上１、柱本３、下田部町２、唐崎中２、

西冠１、富田町６、梶原１、古曽部町３、昭和台町２、

郡家本町 【計１６地域】

雨水整備率
（H26末） （R2末）
４６．１％ ⇒ ５２．０％

雨水管

水路嵩上げ
（北大樋町）

新設管布設
（唐崎中二丁目）

バイパス管布設
（郡家本町）
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流域下水道
（大阪府）

公共下水道
（高槻市）

河川
（国・大阪府）

計画整備

高槻市だけが整備基準を変更した場合

高槻市総合雨水対策
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ポンプ場 （計画降雨48mm/h）

ポンプ場

下流で溢水
ポンプ場が浸水
流入制限

河川氾濫
放流規制

下流施設の能力以上は流れない

（計画降雨48mm/h以上）
（計画降雨48mm/h）

ポンプ場

貯留施設 計画を超える雨水は
一時的に貯める

河川・流域下水道を
最大限活用する

（計画降雨48mm/h）

（計画降雨48mm/h以上）

２．計画降雨４８mm/hという基準について



国土交通省令和２年１０月２８日 「流域治水の推進に向けた関係省庁実務者会議」第１回配布資料より
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◆目標
計画期間を通じ、
１００％を下回らない

・令和８年度まで
１０２％以上を確保

（億円） 実績 推計
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３．下水道使用料の改定について



投資計画については縮小傾向であるものの、「安全・安心で快適なまちづくり

の実現に寄与する」という、経営理念が実現できる範囲で、適切に見直しを行

い、また、下水道使用料、企業債残高や支払利息など各種費用の将来推計を修正

した結果、令和８年度まで経常収支比率は102％以上確保でき、その他経営指標

も達成見込みであることから、計画期間内において、下水道等事業会計は健全経

営を維持することができている。

よって、現時点では下水道使用料を改定する必要はない。

下水道使用料の改定の要否については、計画期間中の各種実績、将来推計等精

査した上で、料金体系の見直しも含め、令和８年度に策定予定の次期経営計画に

おいて再度検討を行う。

下水道使用料の改定について
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